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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　中心に位置する円筒部と、前記円筒部の一端と吐き出し口との間に位置して前記円筒部
の径方向外側に広がる環状の吐き出し口側テーパ部と、前記円筒部の他端と吸い込み口と
の間に位置して前記円筒部の径方向外側に広がる環状の吸い込み口側テーパ部とからなる
風洞を備えたファンハウジングと、
　前記風洞内に配置され且つ複数枚のブレードを有するインペラと、
　前記インペラが固定されたロータと、
　前記ロータに対応して設けられたステータと、
　前記吐き出し口側に位置する底壁部と前記底壁部と連続して形成されて前記吸い込み口
側に向かって延びる周壁部とを有し、前記ステータが前記底壁部に固定されるモータケー
スと、
　前記インペラの回転方向に間隔をあけて配置され且つ前記風洞の前記吐き出し口内に位
置して、前記モータケースと前記ファンハウジングとを連結する４本のウエブとを具備し
、
　前記４本のウエブが、前記風洞の前記吐き出し口側テーパ部に連結された外側端部と、
前記モータケースの前記周壁部に連結された内側端部と、前記外側端部と前記内側端部と
の間に位置して両者間を直線的に延びる直線部とをそれぞれ有している軸流送風機であっ
て、
　前記吐き出し口は、前記ロータの回転中心線を中心にして対向し且つ前記インペラの回
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転方向に順番に並ぶ第１乃至第４の一対の直線辺から構成された多角形形状を有しており
、
　前記第１の一対の直線辺の中心と前記回転中心線とを通る第１の仮想中心線と、前記第
２の一対の直線辺の中心と前記回転中心線とを通る第２の仮想中心線と、前記第３の一対
の直線辺の中心と前記回転中心線とを通る第３の仮想中心線と、前記第４の一対の直線辺
の中心と前記回転中心線とを通る第４の仮想中心線とを仮想した場合に、前記第１乃至第
４の仮想中心線の隣り合う２つの前記仮想中心線間の角度が４５度であり、前記第１及び
第３の一対の直線辺の長さが等しく、前記第２及び第４の一対の直線辺の長さが等しく、
しかも前記第１及び第３の仮想中心線と前記第１及び第３の一対の直線辺との交点と前記
回転中心線との間の距離が、前記第２及び第４の仮想中心線と前記第２及び第４の一対の
直線辺との交点と前記回転中心線との間の距離よりも短く、
　前記４本のウエブについて、前記外側端部の中心及び前記内側端部の中心並びに前記直
線部の中心を通る第１乃至第４の仮想直線を、前記インペラの回転方向に順番に並ぶよう
に仮想した場合に、前記第１乃至第４の仮想直線の隣り合う２本の前記仮想直線間の角度
が９０度となり、前記第１の仮想中心線から見て前記インペラの回転方向側に位置する前
記仮想直線と前記第１の仮想中心線との間の角度θ及び前記第３の仮想中心線から見て前
記インペラの回転方向側に位置する前記仮想直線と前記第３の仮想中心線との間の角度θ
が、８度＜θ＜１４度の範囲内の角度となるように前記４本のウエブが配置されているこ
とを特徴とする軸流送風機。
【請求項２】
　前記吸い込み口の形状は、前記回転中心線が延びる方向から見て、前記吐き出し口の形
状と実質的に合同になるように定められている請求項１に記載の軸流送風機。
【請求項３】
　前記角度θが１０度である請求項１または２に記載の軸流送風機。
【請求項４】
　前記吐き出し口側テーパ部上には、前記第２及び第４の仮想中心線に沿って第１のグル
ープの４枚の静翼が設けられ、
　前記吐き出し口側テーパ部上には、前記第１の一対の直線辺と前記第４の一対の直線辺
との境界部及び前記第２の一対の直線辺と前記第３の一対の直線辺との境界部に隣接し且
つ前記第１の一対の直線辺及び前記第３の一対の直線辺に対応する位置に第２のグループ
の４枚の静翼が設けられており、
　前記第２のグループの４枚の静翼は、前記インペラの回転方向に９０度の角度間隔をあ
けて配置されており、
　前記第１及び第２のグループの８枚の静翼は前記回転中心線に向かい且つ前記回転中心
線に沿うように延びていることを特徴とする請求項１または２記載の軸流送風機。
【請求項５】
　前記４本のウエブのうち１本の前記ウエブには、複数本の電線が収納される電線収納溝
が形成されており、
　前記１本のウエブは残りの３本のウエブよりも幅寸法が大きく、
　前記４本のウエブのそれぞれの前記直線部における前記複数枚のブレードと対向する部
分の横断面形状は、前記吸い込み口側の端部の幅寸法が前記吐き出し口側の端部の幅寸法
よりも短く、
　前記３本のウエブの前記横断面形状は、前記吸い込み口から見て前記インペラの回転方
向側に位置する側面に傾斜面を有しており、
　前記１本のウエブの前記横断面形状は、前記吸い込み口から見て前記インペラの回転方
向側及び該回転方向とは反対方向側に位置する両側面にそれぞれ傾斜面を有している請求
項４に記載の軸流送風機。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
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　本発明は、電気部品等の冷却に使用する軸流送風機に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　特開平５－１６４０８９号公報［特許文献１］等には、図９に示すように、４本のウエ
ブ１０１乃至１０４を備えた軸流送風機１０５の典型的な従来例の一例が示されている。
４本のウエブ１０１乃至１０４の外側端部は、吐き出し口１０６側に設けられた風洞の環
状のテーパ部１０７に固定されている。吐き出し口１０６は、９０度間隔で並ぶ４つの直
線辺１０８乃至１１１と二つの直線辺の間に位置する４つの円弧辺１１２乃至１１５とを
有している。そして４本のウエブ１０１乃至１０４の外側端部は、それぞれ円弧辺１１２
乃至１１５の端部に対応する位置において、テーパ部１０７に固定されている。ここで回
転中心線Ｃｐと直線辺１０８乃至１１１の中心とを通る仮想中心線ＣＬを仮想し、ウエブ
１０１乃至１０４の内側端部と外側端部を通る仮想線ＰＬを仮想する。そして仮想中心線
ＣＬからインペラの回転方向に向かって仮想線ＰＬまでの角度θを測定すると、従来の軸
流送風機では、角度θが約６５度に近い値になっている。
【特許文献１】特開平５－１６４０８９号公報　図１
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００３】
　しかしながら、従来の軸流送風機の構造では、騒音と振動を低下させることに限界があ
った。
【０００４】
　本発明の目的は、４本のウエブを用いる場合において、従来よりも、騒音と振動を抑制
することができる軸流送風機を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　本発明の軸流送風機は、風洞を有するファンハウジングを有している。風洞は、中心に
位置する円筒部と、円筒部の一端と吐き出し口との間に位置して円筒部の径方向外側に広
がる環状の吐き出し口側テーパ部と、円筒部の他端と吸い込み口との間に位置して円筒部
の径方向外側に広がる環状の吸い込み口側テーパ部とからなる。また軸流送風機は、風洞
内に配置され且つ複数枚のブレードを有するインペラと、インペラが固定されたロータと
、ロータに対応して設けられたステータと、モータケースとを有している。モータケース
は、吐き出し口側に位置する底壁部とこの底壁部と連続して形成されて吸い込み口側に向
かって延びる周壁部とを有しており、ステータは底壁部に固定される。さらに軸流送風機
は、インペラの回転方向に間隔をあけて配置され且つ風洞内の吐き出し口内に位置して、
モータケースとファンハウジングとを連結する４本のウエブとを具備している。４本のウ
エブは、風洞の吐き出し口側テーパ部に連結された外側端部と、モータケースの周壁部に
連結された内側端部と、外側端部と内側端部との間に位置して両者間を直線的に延びる直
線部とをそれぞれ有している。
【０００６】
　本発明においては、吐き出し口が、ロータの回転中心線を中心にして対向し且つインペ
ラの回転方向に順番に並ぶ第１乃至第４の一対の直線辺から構成された多角形形状を有し
ている。そして吐き出し口の形状を特定するために、第１の一対の直線辺の中心と回転中
心線とを通る第１の仮想中心線と、第２の一対の直線辺の中心と回転中心線とを通る第２
の仮想中心線と、第３の一対の直線辺の中心と回転中心線とを通る第３の仮想中心線と、
第４の一対の直線辺の中心と回転中心線とを通る第４の仮想中心線とを仮想する。この仮
想の下で、第１乃至第４の仮想中心線の隣り合う２つの仮想中心線間の角度は４５度であ
る。また第１及び第３の一対の直線辺の長さを等しく、第２及び第４の一対の直線辺の長
さは等しい。そして第１及び第３の仮想中心線と第１及び第３の一対の直線辺との交点と
回転中心線との間の距離は、第２及び第４の仮想中心線と第２及び第４の一対の直線辺と
の交点と回転中心線との間の距離よりも短い。
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　また４本のウエブについて特定するために、外側端部の中心及び内側端部の中心並びに
直線部の中心を通る第１乃至第４の仮想直線を、インペラの回転方向に順番に並ぶように
仮想する。このような仮想の下で、第１乃至第４の仮想直線の隣り合う２本の仮想直線間
の角度は９０度である。また第１の仮想中心線から見てインペラの回転方向側に位置する
仮想直線と第１の仮想中心線との間の角度θ及び第３の仮想中心線から見てインペラの回
転方向側に位置する仮想直線と第３の仮想中心線との間の角度θを、８度＜θ＜１４度の
範囲内の角度となるように、４本のウエブを配置する。
【０００７】
　上記のような構造を採用すると、ファンハウジングの外側で測定した騒音及びファンハ
ウジングに発生する振動を、従来の構造と比べて大幅に低減することができる。低減効果
の理論的な理由はまだ明確になっていないが、上記構成要件の組み合わせにより、格別の
効果が発生していることは、試験により確認されている。
【０００８】
　なお吸い込み口の形状は、回転中心線が延びる方向から見て、吐き出し口の形状と実質
的に合同になるように定めるのが好ましい。
【０００９】
　また角度θを１０度にした場合には、騒音及び振動の両方において大きな低減効果が得
られる。
【００１０】
　また吐き出し口側テーパ部上に、第２及び第４の仮想中心線に沿って第１のグループの
４枚の静翼を設けてもよい。さらに吐き出し口側テーパ部上に、第１の一対の直線辺と第
４の一対の直線辺との境界部及び第２の一対の直線辺と第３の一対の直線辺との境界部に
隣接し且つ第１の一対の直線辺及び第３の一対の直線辺に対応する位置に第２のグループ
の４枚の静翼を設けてもよい。そして第２のグループの４枚の静翼は、インペラの回転方
向に９０度の角度間隔をあけて配置する。また第１及び第２のグループの８枚の静翼は、
回転中心線に向かい且つ回転中心線に沿うように延びているのが好ましい。このようにす
ると、静翼を設けない場合と比べて、騒音を更に低減することができて、しかも風量を増
大させることができる。
【００１１】
　また４本のウエブのうち１本のウエブには、複数本の電線が収納される電線収納溝を形
成してもよい。この場合には、この１本のウエブは、残りの３本のウエブよりも幅寸法を
大きくする。そして４本のウエブのそれぞれの直線部における複数枚のブレードと対向す
る部分の横断面形状を、吸い込み口側の端部の幅寸法が吐き出し口側の端部の幅寸法より
も短くなるようにする。その上で、３本のウエブの横断面形状を、吸い込み口から見てイ
ンペラの回転方向側に位置する側面に傾斜面を有する形状とする。また１本のウエブの横
断面形状は、吸い込み口から見てインペラの回転方向側及び該回転方向とは反対方向側に
位置する両側面にそれぞれ傾斜面を有しているのが好ましい。このような横断面形状を有
するウエブを用いると、騒音の低減効果をより確実なものとすることができる。
【発明の効果】
【００１２】
　本発明によれば、ファンハウジングの外側で測定した騒音及びファンハウジングに発生
する振動を、従来の構造と比べて大幅に低減することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１３】
　以下、図面を参照して本発明の軸流送風機の実施の形態の一例を詳細に説明する。図１
（Ａ）及び（Ｂ）は、本発明の実施の形態の一例の軸流送風機１をリード線を除いた状態
で、正面右側斜め上方から見た斜視図及び背面左側斜め上方から見た斜視図である。また
図２（Ａ）及び（Ｂ）は、それぞれ図１の実施の形態の軸流送風機の正面図である。
【００１４】
　これらの図において、軸流送風機１は、ファンハウジング３と、ファンハウジング３内
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に配置されて回転する７枚のブレード（回転ブレード５）を備えたインペラ７とを備えて
いる。７枚の回転ブレード５は、カップ状の回転ブレード固定部材６に取り付けられてい
る。図１及び図２に示すように、軸流送風機１は、更にインペラ７が装着される図示しな
いロータとステータを有するモータ９と、４本のウエブ１１Ａ乃至１１Ｄと、８枚の静翼
１３Ａ乃至１３Ｈとを有している。この例では、ロータは図示しな回転軸に固定されたカ
ップ状部材の周壁部の内面に複数の永久磁石が固定された構造を有している。そしてステ
ータはステータコアに励磁巻線が装着された構造を有している。ステータは、モータケー
ス１０の底壁部１０Ａに固定されている。モータケース１０内には、励磁巻線に励磁電流
を供給するための回路を実装した回路基板も固定されている。モータケース１０は、後述
する吐き出し口１９に側に位置する底壁部１０Ａとこの底壁部１０Ａと連続して形成され
て後述する吸い込み口１８側に向かって延びる周壁部１０Ｂとを有している。
【００１５】
　ファンハウジング３は、図示しない回転軸の軸線即ち回転中心線Ｃが延びる方向（軸線
方向）の一方側（後述の吸い込み口１８が設けられた側）に環状の吸い込み口側フランジ
１４を有し、軸線方向の他方側（後述の吐き出し口１９が設けられた側）に環状の吐き出
し口側フランジ１５を有している。またファンハウジング３は、両フランジ１４，１５の
間に筒部１７を有している。吸い込み口側フランジ１４及び吐き出し口側フランジ１５は
、それぞれほぼ正四角形の輪郭形状を有している。そしてこれらの４つの角部には、取付
用螺子が貫通する貫通孔がそれぞれ形成されている。
【００１６】
　吸い込み口側フランジ１４と吐き出し口側フランジ１５と筒部１７のそれぞれの内部空
間により、両側に吸い込み口１８と吐き出し口１９とを有する風洞２０が構成されている
。風洞２０は、中心に位置する円筒部２１と、円筒部２１の一端２１ａと吐き出し口１９
との間に位置して円筒部２１の径方向外側に広がる環状の吐き出し口側テーパ部２３と、
円筒部２１の他端２１ｂと吸い込み口１８との間に位置して円筒部２１の径方向外側に広
がる環状の吸い込み口側テーパ部２５とから構成されている。
【００１７】
　モータケース１０とファンハウジング３とを連結する４本のウエブ１１Ａ乃至１１Ｄは
、風洞２０の吐き出し口側テーパ部２３に連結された外側端部１１ａと、モータケース１
０の周壁部に連結された内側端部１１ｂと、外側端部１１ａと内側端部１１ｂとの間に位
置して両者間を直線的に延びる直線部１１ｃとをそれぞれ有している。
【００１８】
　図２（Ｂ）に示すように、吐き出し口１９は、ロータの回転中心線Ｃを中心にして対向
し且つインペラ７の回転方向（図２に矢印で示した方向）に順番に並ぶ第１乃至第４の一
対の直線辺（３１ａ，３１ｂ；３１ｃ，３１ｄ；３１ｅ，３１ｆ；３１ｇ，３１ｈ）から
構成された多角形形状を有している。なお吸い込み口１８の形状も、回転中心線Ｃが延び
る方向から見て、吐き出し口１９の形状と実質的に合同になるように、その形状が定めら
れている。そして本願明細書では、吐き出し口１９の形状を特定するために、第１の一対
の直線辺３１ａ，３１ｂの中心と回転中心線Ｃとを通る第１の仮想中心線ＣＬ１と、第２
の一対の直線辺３１ｃ，３１ｄの中心と回転中心線Ｃとを通る第２の仮想中心線ＣＬ２と
、第３の一対の直線辺３１ｅ，３１ｆの中心と回転中心線Ｃとを通る第３の仮想中心線Ｃ
Ｌ３と、第４の一対の直線辺３１ｇ，３１ｈの中心と回転中心線Ｃとを通る第４の仮想中
心線ＣＬ４とを仮想する。この仮想の下で、第１乃至第４の仮想中心線ＣＬ１乃至ＣＬ４
の隣り合う２つの仮想中心線間の角度は４５度である。また第１の一対の直線辺３１ａ，
３１ｂ及び第３の一対の直線辺３１ｅ，３１ｆの長さは等しい。そして第２の一対の直線
辺３１ｃ，３１ｄ及び第４の一対の直線辺３１ｇ，３１ｈの長さは等しい。そして第１及
び第３の仮想中心線ＣＬ１及びＣＬ３と第１及び第３の一対の直線辺（３１ａ，３１ｂ；
３１ｅ，３１ｆ）との交点と回転中心線Ｃとの間の距離は、第２及び第４の仮想中心線Ｃ
Ｌ２及びＣＬ４と第２及び第４の一対の直線辺（３１ｃ，３１ｄ；３１ｇ，３１ｈ）との
交点と回転中心線Ｃとの間の距離よりも短い。すなわち第１及び第３の一対の直線辺（３
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１ａ，３１ｂ；３１ｅ，３１ｆ）の長さが、第２及び第４の一対の直線辺（３１ｃ，３１
ｄ；３１ｇ，３１ｈ）の長さよりも長くなっている。
　また本願明細書では、４本のウエブ１１Ａ乃至１１Ｄについて特定するために、外側端
部１１ａの中心及び内側端部１１ｂの中心並びに直線部１１ｃの中心を通る第１乃至第４
の仮想直線ＰＬ１乃至ＰＬ４を、インペラ７の回転方向に順番に並ぶように仮想する。仮
想直線ＰＬ１と仮想直線ＰＬ３とは互いに平行に延びており、仮想直線ＰＬ２と仮想直線
ＰＬ４とは互いに平行に延びている。このような仮想の下で、第１乃至第４の仮想直線Ｐ
Ｌ１乃至ＰＬ４の隣り合う２本の仮想直線間の角度は９０度である。また第１の仮想中心
線ＣＬ１から見てインペラ７の回転方向側に位置する仮想直線ＰＬ１及びＰＬ３と第１の
仮想中心線ＣＬ１との間の角度θ及び第３の仮想中心線ＣＬ３から見てインペラ７の回転
方向側に位置する仮想直線ＰＬ２及びＰＬ４と第３の仮想中心線ＣＬ３との間の角度θを
、８度＜θ＜１４度の範囲内の角度となるように、４本のウエブ１１Ａ乃至１１Ｄが配置
されている。本実施例では、図２（Ａ）に示すように、この角度θは１０度に設定されて
いる。このように４本のウエブ１１Ａ乃至１１Ｄを配置すると、図２（Ｂ）に示すように
、ファンハウジング３の各辺（Ｓ１，Ｓ２，Ｓ３及びＳ４）のに沿って延びる仮想延長線
（ＥＬ１，ＥＬ２，ＥＬ３及びＥＬ４）と、第２及び第４の仮想中心線ＣＬ２及びＣＬ４
との交点（Ｐ１，Ｐ２，Ｐ３及びＰ４）から、それぞれファンハウジング３の各辺（Ｓ１
，Ｓ２，Ｓ３及びＳ４）と第１乃至第４の仮想直線ＰＬ１乃至ＰＬ４との交点（Ｐ５，Ｐ
６，Ｐ７及びＰ８）までの距離をＬ１とし、交点（Ｐ５，Ｐ６，Ｐ７及びＰ８）からそれ
ぞれ交点（Ｐ４，Ｐ１，Ｐ２及びＰ３）までの距離をＬ２とすると、Ｌ１とＬ２の距離比
は、ファンハウジング３の一辺の長さを１００％としたときに、Ｌ１：Ｌ２＝３４％：６
６％の関係になる。この関係は、本実施の形態において、最良の関係であると考えられて
いる。
【００１９】
　図３（Ａ）は、電線（リード線）を除いた軸流送風機１を、吐き出し口１９の近傍の位
置で、軸線と直交する方向に切断したときの端面図を示している。図１及び図２並びに図
３（Ａ）に示すように、本実施の形態では、吐き出し口側テーパ部２３上には、第２及び
第４の仮想中心線ＣＬ２及びＣＬ４に沿って第１のグループの４枚の静翼（１３Ｂ，１３
Ｄ，１３Ｆ，１３Ｈ）が設けられている。さらに吐き出し口側テーパ部２３上には、第１
の一対の直線辺３１ａ，３１ｂと第４の一対の直線辺３１ｇ，３１ｈとの境界部及び第２
の一対の直線辺３１ｃ，３１ｄと第３の一対の直線辺３１ｅ，３１ｆとの境界部に隣接し
且つ第１の一対の直線辺３１ａ，３１ｂ及び第３の一対の直線辺３１ｅ，３１ｆに対応す
る位置に、第２のグループの４枚の静翼（１３Ａ，１３Ｃ，１３Ｅ，１３Ｇ）が設けられ
ている。そして第２のグループの４枚の静翼（１３Ａ，１３Ｃ，１３Ｅ，１３Ｇ）は、イ
ンペラ７の回転方向に９０度の角度間隔をあけて配置されている。これら第１及び第２の
グループの８枚の静翼１３Ａ乃至１３Ｈは、回転中心線Ｃに向かい且つ回転中心線Ｃに沿
うようにそれぞれ延びている。
【００２０】
　また４本のウエブ１１Ａ乃至１１Ｄのうち１本のウエブ１１Ｄには、複数本の電線が収
納される電線収納溝１１ｄが形成されている。本実施の形態では、図３（Ｂ）及び（Ｃ）
に示すように、ウエブ１１Ｄの幅寸法Ｗ１は、残りの３本のウエブ１１Ａ乃至１１Ｃの幅
寸法Ｗ２よりも大きい。そして４本のウエブ１１Ａ乃至１１Ｄのそれぞれの直線部１１ｃ
における複数枚のブレードと対向する部分の横断面形状は、吸い込み口１８側の端部の幅
寸法Ｗ３及びＷ４が吐き出し口１９側の端部の幅寸法Ｗ１及びＷ２よりも短くなるように
形状が定められている。また３本のウエブ１１Ａ乃至１１Ｃの横断面形状は、吸い込み口
１８から見てインペラ７の回転方向側に位置する側面に傾斜面１１ｅを有する形状になっ
ている。またウエブ１１Ｄの横断面形状は、吸い込み口１８から見てインペラ７の回転方
向側及びこの回転方向とは反対方向に位置する両側面にそれぞれ傾斜面１１ｆ及び１１ｇ
を有している。このような横断面形状を有するウエブ１１Ａ乃至１１Ｄを用いると、上記
のウエブ１１Ａ乃至１１Ｄの配置構造と相まって、騒音の低減効果をより確実なものとす
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ることができる。
【００２１】
　図４は、騒音試験において軸流送風機１に対してマイクロフォンＡ乃至Ｄを配置する際
の、軸流送風機１とマイクロフォンＡ乃至Ｄとの位置関係を示している。図５は、ブレー
ドの枚数、インペラの回転数を同じにした場合の図９に示した構造の従来の軸流送風機（
従来品）と、本実施の形態の軸流送風機（本発明品）について、図４に示す４つのマイク
ロフォンＡ乃至Ｄを用いて、風量の変化に対する音圧レベルの変化を測定した結果を示し
ている。図５に示した従来品の４本の線及び本発明品の４本の線は、４つのマイクロフォ
ンの出力結果である。図５を見ると判るように、本発明の軸流送風機では、従来品と比べ
て約２０％の音圧レベル（騒音）の低減効果が得られることが判る。また図６（Ａ）及び
（Ｂ）は、従来品と本発明品とについて、ファンハウジングの径方向に発生する振動と軸
線方向に発生する振動とを測定した結果をそれぞれ示している。図６（Ａ）及び（Ｂ）を
見ると、径方向に発生する振動及び軸線方向に発生する振動のいずれにおいても、従来品
に比べて本発明品の方が、振動が小さいことが判る。すなわち本発明の実施の形態の構造
を採用することにより、振動の発生を低減できていることが判る。
【００２２】
　図７（Ａ）及び（Ｂ）は、ウエブ１１Ａ乃至１１Ｄの外側端部の取り付け位置（第１乃
至第４の仮想直線ＰＬ１乃至ＰＬ４の位置及び角度θ）を変えたときの、振動加速度の変
化を測定した結果を示すグラフである。図７（Ａ）の横軸は、上述した交点（Ｐ１，Ｐ２
，Ｐ３及びＰ４）と交点（Ｐ５，Ｐ６，Ｐ７及びＰ８）との距離α（ｍｍ）を示しており
、図２（Ｂ）のＬ１に対応している。図７（Ａ）の縦軸は、振動加速度の変化率（％）を
示している。また、図７（Ｂ）の横軸は、上述した図７（Ａ）の横軸を示す距離αを角度
θ（度）で表したものであり、図７（Ｂ）の縦軸は、図７（Ａ）の縦軸と同様に振動加速
度の変化率（％）を示している。なお、図７の各グラフは、従来品の振動加速度Ｌｖを１
００％としたときの測定結果を示している。また、この実験で使用したファンハウジング
３の一辺の長さ寸法は、６０ｍｍである。
【００２３】
　また図８（Ａ）及び（Ｂ）は、ウエブ１１Ａ乃至１１Ｄの外側端部の取り付け位置（第
１乃至第４の仮想直線ＰＬ１乃至ＰＬ４の位置及び角度θ）を変えたときの、音圧レベル
の変化を測定した結果を示すグラフである。図８（Ａ）の横軸は、上述した図７（Ａ）及
び（Ｂ）の横軸と同様に、図２（Ｂ）のＬ１に対応する距離α（ｍｍ）を示しており、図
８（Ａ）の縦軸は、図７（Ａ）及び（Ｂ）の横軸と同様に、振動加速度の変化率（％）を
示している。また、図８（Ｂ）の横軸は、上述した図７（Ａ）及び（Ｂ）の横軸を示す距
離αを角度θ（度）で表したものであり、図８（Ｂ）の縦軸は、図７（Ａ）の縦軸と同様
に振動加速度の変化率（％）を示している。なお、図８のグラフには、図４に示す４つの
マイクロフォンの出力の平均値が測定結果として示されている。また図８の各グラフは、
従来品の音圧レベルの平均値をＬｐとしたときの測定結果を示している。ちなみに図８の
各縦軸における「Ｌｐ－４」は、Ｌｐよりも４ｄＢ音圧が低いことを意味している。なお
、この実験で使用したファンハウジング３の一辺の長さ寸法も、６０ｍｍである。
【００２４】
　図７（Ａ）を見ると判るように、本実施の形態では、振動の発生の点から見ると、取り
付け位置（距離α）は２２ｍｍより小さい方が好ましい。これを角度θで表すと（距離α
を角度θで表すと）、図７（Ｂ）に示すように、角度θは８度より大きい方が好ましい。
また及び図８（Ａ）を見ると判るように、本実施の形態では、騒音の発生の点から見ると
、取り付け位置（距離α）は１８ｍｍより大きく２９ｍｍより小さい範囲が好ましい。こ
れを角度θで表すと（距離αを角度θで表すと）、図８（Ｂ）に示すように、角度θは－
７度より大きく１４度より小さい範囲が好ましい。これらの結果から、ウエブの取り付け
位置は、１８ｍｍ＜α＜２２ｍｍの範囲が好ましいことが判る。これを角度θで表すと（
距離αを角度θで表すと）、角度θは８度＜θ＜１４度の範囲となる。
【００２５】
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　上記の測定結果は、本実施の形態の各部の形状から生じる総合的な結果である。
【００２６】
　上記の実施の形態では、１つのウエブ１１Ｄをリード線を収納する構造にしているが、
リード線を単純にそのまま外部に引き出す構造を採用してもよいのは勿論である。
【図面の簡単な説明】
【００２７】
【図１】（Ａ）及び（Ｂ）は、本発明の実施の形態の一例の軸流送風機をリード線を除い
た状態で、それぞれ正面右側斜め上方から見た斜視図及び背面左側斜め上方から見た斜視
図である。
【図２】（Ａ）及び（Ｂ）は、それぞれ図１の軸流送風機の正面図である。
【図３】（Ａ）はリード線を除いた軸流送風機を、吐き出し口の近傍の位置で、軸線と直
交する方向に切断したときの端面図、（Ｂ）及び（Ｃ）は図３（Ａ）のＢ－Ｂ線断面図及
びＣ－Ｃ線断面図である。
【図４】騒音試験の際における、本実施の形態の軸流送風機に対するマイクロフォンの位
置を示す図である。
【図５】ブレードの枚数、インペラの回転数を同じにした図９に示した構造の従来の軸流
送風機（従来品）と、本実施の形態の軸流送風機（本発明品）について、図４に示す４つ
のマイクロフォンを用いて、風量の変化に対する音圧レベルの変化を測定した結果を示す
図である。
【図６】（Ａ）及び（Ｂ）は、従来品と本発明品とについて、ファンハウジングの径方向
に発生する振動と軸線方向に発生する振動とを測定した結果をそれぞれ示す図である。
【図７】（Ａ）及び（Ｂ）は、それぞれ、ウエブの外側端部の取り付け位置を変えたとき
の、振動加速度の変化を測定した結果を示す図である。
【図８】（Ａ）及び（Ｂ）は、それぞれ、ウエブ外側端部の取り付け位置を変えたときの
、音圧レベルの変化を測定した結果を示す図である。
【図９】従来の軸流送風機の構造を示す図である。
【符号の説明】
【００２８】
　１　軸流送風機
　３　ファンハウジング
　５　回転ブレード
　７　インペラ
　１０　モータケース
　１０Ａ　底壁部
　１１Ａ乃至１１Ｄ　ウエブ
　１１ａ　外側端部
　１１ｂ　内側端部
　１１ｃ　直線部
　１３Ａ乃至１３Ｈ　静翼
　１５　吐き出し口側フランジ
　Ｃ　回転中心線
　ＣＬ１乃至ＣＬ４　第１乃至第４の仮想中心線
　ＰＬ１乃至ＰＬ４　第１乃至第４の仮想直線
　１９　吐き出し口
　２１　円筒部
　２１ａ　円筒部の一端
　２１ｂ　円筒部の他端
　２３　吐き出し口側テーパ部
　３１ａ乃至３１ｈ　直線辺
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